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第５ 主な財政指標の状況                    

 財政指標の推移（普通会計決算ベース） 

地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくためには、財政構造の弾力性が

確保されなければなりません。財政分析において財政構造の弾力性の度合いを判断する指標として、

第 20図に主な財政指標項目の推移を示しました。 

 なお、財政指標関連項目の状況については資料 19に示したとおりです。 

 また、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率（４指標）等につい

ては、92頁以下に掲載しています。 

 

 

 経常収支比率は平成４年度以降、上昇基調

にあります。これは毎年経常的に収入される

地方税の伸びに対し、人件費の上昇や公債費

負担の増加等により毎年度経常的に支出さ

れる経費に充当される一般財源の伸び率が

大きいことによるものです。 

 一般的には 75％程度が妥当とされており、

三重県は平成６年度以降、75％を上回ってい

るとともに、平成 17 年度までは全国値に対

しては低い値で推移しているものの、よく似

た変動傾向で推移しています。 

 

 県債の元利償還金等の公債費負担比率は、

平成４年度以降一貫して上昇し続け、平成

15 年度からは減少傾向となっていましたが、

平成 19 年度は再び上昇しています。これま

での上昇は、毎年度増加し続けた公債費に充

当される一般財源の伸び率が大きいのに対

し、一般財源の伸び率が低迷していることに

よるものです。 

 一般的には 15％が警戒ラインとされてお

り、三重県も近年、15％を越えた水準で推移

しているとともに、全国値とよく似た変動傾

向となっています。また、全国の自治体の財

政状況は、本県と同様に厳しい状況にあると

推定されます。 

第 20図 主な財政指標の推移 

[第 20－１図]経常収支比率 

[第 20－２図]公債費負担比率 
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 財政力指数は財政力を判断する理論上の

指数であり、三重県は平成２年度の 0.56 を

ピークに、その後全国値と同様に下方に推移

していましたが、平成 16 年度から上昇に転

じ、平成20年度には0.618となっています。 

 また、全国の状況をみると、第 19 表のと

おり、本県はＢグループに属しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[第 20－３図]財政力指数（３ヶ年平均） 




